中国のガイド及び添乗員の規制と旅遊法の改正 by 小林 正典
中国のガイド及び添乗員の規制と旅遊法の改正
著者 小林 正典
雑誌名 和光大学現代人間学部紀要
巻 11
ページ 23-42
発行年 2018-03-13
URL http://id.nii.ac.jp/1073/00004506/
──はじめに
中国は建国後の早い段階から、外貨獲得を目的として訪中外国人に応対する通訳ガイド
（導游）の制度を開始した。本来、この制度は、社会主義中国を代弁する政治的、外交的役
割を担うものであったが、文化大革命の時期に打撃を受けて活動を停止する。改革開放後
は、訪中外国人に応対する通訳ガイドだけでなく、国内の富裕層を対象とするツアーガイ
ドも増加し、三大旅行社組織（中国国際旅行社、中国旅行社、中国青年旅行社）の対外連絡独
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中国のガイド及び添乗員の規制と旅遊法の改正
小林正典 KOBAYASHI Masanori
── はじめに
1 ── ガイド及び添乗員の規制の沿革
2 ── ガイド及び添乗員の規制の展開
3 ── 旅遊法とガイド及び添乗員の規制
── むすびにかえて
【要旨】建国当初、中国のガイドは、社会主義中国を代弁する政治的、外交的役割を担っ
ていたが、改革開放後は旅行社との契約関係の下、その役割もビジネスの分野に傾斜して
いった。さらに中国人の渡航規制が緩和されるにつれ、旅行社とそこに所属するガイド及
び添乗員の制度が確立し、ガイドと添乗員は中国の旅行遊覧事業を牽引する大きな役割を
果たすようになった。
ところが、ガイドと添乗員は制度的に独立した地位になく、現行制度上もその地位は旅
行社との契約関係に従属する形でのみ保持しうるため、顧客獲得の競争激化に伴って、そ
の賃金や報酬は徐々に削減されていった。その結果、悪質な手口で収入を得るガイドや添
乗員が増加した。かかる問題に対し、中国政府は法整備によって旅行社、ガイド及び添乗
員の活動を規制し、最近では行政改革の流れに呼応し、高度な情報処理技術を駆使した新
たな監督管理制度を導入し始めている。
リアルタイムで不正な行為をチェックできるようになると、悪質な業者は中国から駆逐
されていくが、活動拠点は海外に移ることとなる。悪質な業者が流入する国や地域におい
ては、これまで以上にトラブルを生じる可能性がある。問題を未然に防止するには、国際
的に共通の取引約款やグローバルな監督管理のルールを整備し、第四次産業革命に向けて
突き進む中国の監督管理システムと情報を共有しうるネットワークを構築するのが有効で
ある。しかしながら、どの国や地域にとっても、中国の方式に組み込まれていくことには
世論の反発が少なくないであろうから、グローバルな監督管理システムの構築は容易でな
いと考えられる。
占権も廃止され、独立採算制の旅行社の制度が創設された。結果として新たに誕生した多
くの旅行社１）に対し、国際業務を経営することが認められ、ガイドはこれらの旅行社との
契約関係の下、その役割もビジネスの分野に傾斜していった。さらに中国人の出境２）が自
由化されるにつれ、旅行社に専従する添乗員（領隊）の制度が確立し、ガイド及び添乗員
は中国の旅遊３）事業を牽引する大きな役割を果たすようになった。
ところが、ガイド及び添乗員には、制度的に独立した活動や地位が保障されておらず、
資格は旅行社との契約関係に従属する形でのみ保持しうるため、顧客獲得をめぐる競争の
激化に伴って、その賃金や報酬は徐々に削減されていった。その結果、現地の業者とタイ
アップする形でツアー客を特定の商店や施設に誘導し、あるいは商品を強制的に売りつけ
ることで収入を得る者が増加した。かかる問題に対し、中国政府は旅遊法、旅行社条例、
ガイド条例等の整備によって、旅行社、ガイド及び添乗員の活動を規制し、同時に行政改
革の流れに呼応して、高度な情報処理技術を駆使した監督管理制度を導入し始めている。
そこで本稿では、中国のガイド及び添乗員の規制の沿革を概観し、現行制度の概要を整
理した上で旅遊法の改正問題に言及し、新時代の中国におけるガイド及び添乗員の監督管
理制度を展望する。
1 ── ガイド及び添乗員の規制の沿革
（1）ガイド規制の萌芽
新中国におけるガイド規制の萌芽は、1959 年 1 月 12 日から同年 2 月 3 日にかけて中国
国際旅行社が開催した第一回全国通訳ガイド工作会議（第一次全国翻譯導游工作会議）で採
択された「中国国際旅行社通訳ガイド業務心得」（中国国際旅行社翻譯導游工作守則）、「全旅程
随行通訳員注意事項」（陪同全程譯員注意事項）、「通訳ガイド要員の八項目の条件」（翻譯導游
人員的八項条件）の三つの公文書にみることができる４）。
1963 年 4 月 3 日から同月 16 日にかけて開催された第三回全国通訳ガイド工作会議で
は、周恩来国務院総理の外事通訳要員に対する要求に基づき、通訳ガイド要員には思想、
外国語、業務の三分野の気丈さが必要である旨が明確に提起された５）。さらに、1966 年 2
月 15 日から同年 3 月 10 日にかけて開催された第五回全国通訳ガイド工作会議において、
通訳ガイド集団は、真に「政治の上、知識の上、外国語の上での三つの気丈」な集団でな
ければならない旨が打ち出されている６）。
建国早々、中国が外国からの訪問客を受け入れたねらいは、中国に郷里がある華僑・華人
の親族訪問への便宜を図ることに加え、外貨獲得と対外宣伝活動にあった。対外宣伝の活
動に鑑みると、当時の通訳ガイドは、社会主義中国を代弁する政治的、外交的役割も担っ
ていたといえる。
同年 5 月 16 日の政治局拡大会議で「中国共産党中央委員会通知」（5・16 通知）が毛沢東の
主導によって採択されると、中国は文化大革命に突き進むようになり、通訳ガイドの活動
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はいうまでもなく、外国からの訪問客受け入れ事業自体が活動停止を余儀なくされる。文
化大革命終盤の 1975 年には、病床の周恩来に代わって鄧小平が党と国家の業務を統括す
るようになり、1976 年 2 月 14 日になると、中国外交部が中国旅行游覧事業局の「中央各
部と各委員会が国際旅行社の名義を借用して外賓に応対する問題を解決することに関する
報告」（関於解決中央各部委借用国際旅行社名義接待外賓問題的報告）を承認し、事前に游覧事
業局への備案（主管部門へ報告し記録にとどめること）を経た上で、応対する組織が随行者及
び通訳要員を派遣できるようになった７）。しかしながら、通訳ガイドの活動が実質的に復
活するのは毛沢東の死去及び四人組の失脚後のことであり、具体的には 1978 年の 11 期 3
中全会で改革開放が示されて以降になる。
（2）改革開放期のガイド規制
通訳ガイドの増加及びその活動の規制は、旅遊事業の促進政策と密接な関係がある。具
体的には、改革開放によって旅遊事業が旅行社という独立採算制の企業体の活動として認
められ、旅行社が通訳ガイドを委託派遣し始めたことが大きく影響している。1980 年代前
半において、「通訳ガイド要員は中国人の文化的資質と道徳的資質の代表であるため、通訳
ガイド要員に対する基本的な必要条件はかなり高い」８）とされていた。その活動は「民間
外交家」や「人民友好の大使」と称されたように９）、政治的外交的役割を担うものであり、
かなり前衛的な職業で収入も地位も高く 10）、誰でもその職に就けるものではなかった。や
がて、旅遊事業は外国人、華僑、香港マカオ同胞、台湾同胞だけでなく、中国国内の富裕
層も顧客としてサービスを提供する対象となり、外国語の通訳業務を行わないガイドも増
加し、その役割は営利目的に傾斜していった。
その後、旅遊事業が急速に発展するにつれ、経済的社会的秩序を乱す様々な問題が生じ
るようになる。そこで国務院は、1985 年 5 月 11 日、旅行社に対する管理を強化し、旅行
者の合法的な権利利益を保護しつつ旅行業の発展を促進すべく、「旅行社管理暫定 11）条例」
（旅行社管理暫行条例）を発布、施行した。同条例第 6 条は旅行社を三つのグループ、具体
的には第一類「外国人、華僑、香港マカオ同胞、台湾同胞を対外的に誘致し、かつ応対
し、中国来訪、帰国、内地 12）巡回の旅遊業務を経営する旅行社」、第二類「対外的な誘致
を行わず、ただ第一種旅行社又はその他渉外部門が組織した外国人、華僑、香港マカオ同
胞、台湾同胞を応対し、中国来訪、帰国、内地巡回の旅遊業務を経営するだけの旅行社」、
第三類「中国公民の国内旅遊業務を経営する旅行社」に区分し、同条例第 7 条第 1 項第 5
号で、第一類と第二類の旅行社に対し、「旅遊業務を熟知した経営者、従業員及び審査を経
て合格した通訳ガイドを擁すること」を経営開始の条件の一つと定めた。
やがて 1987 年 12 月 1 日には、「ガイド要員管理暫定規定」13）（導游人員管理暫行規定）が国
務院の承認を経て国家旅遊局により発布され、1988 年 3 月 1 日から施行となり、これによ
ってガイド活動は制度的枠組みの中に組み込まれていった。
ガイド要員管理暫定規定は、「全国のガイド要員の統一的管理を強化し、ガイドサービス
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の質を向上させ、旅行者とガイド要員の合法的権利利益を保護することで、旅遊事業の健
全な発展を促進するため」に制定されたものである（同暫定規定第１条）。ガイド要員には、
語学能力の他、高等学校以上の学歴要件、認定試験の合格、行政機関への登録、ガイド証
の携帯が規定される等、同暫定規定は、その後のガイド規制の基本的枠組を提示するもの
である。しかしながら、当時は、まだ社会主義計画経済の下でガイド要員の割り当てが決
定されていて、旅行社のガイド要員に対する日常管理の主な職責も、①政治思想、職業道
徳、法制、規律の教育を行うこと、②ガイド業務の研修訓練を組織すること、③内部試験
と賞罰の業務を行う責任を負うこと、④旅行者のガイド要員についての意見を処理するこ
と（同第 12 条）といった具合に、社会主義計画経済の特徴を反映したものであった。
同暫定規定が発布された翌 1988年 1月 14日には、「中華人民共和国ガイド証書交付に関す
る暫定辦法」14）（関於頒発中華人民共和国導游証書的暫行辦法）が国家旅遊局によって発布さ
れ、その後、国家旅遊局とその職能部門は、「全国ガイド要員資格試験業務を改革し完備す
ることに関する意見」（関於改革和完善全国導游人員資格考試工作的意見）、「ガイド等級評定意
見」（導游等級評定意見）、「ガイド要員職業等級標準」（導游員職業等級標準）、「モデルケースと
して試みる組織のガイド要員等級評定に関する実施細則」（関於試点単位導游員等級評定的実
施細則）等の法規を立て続けに発布したが 15）、これらはちょうど、中国の出境旅遊の規制
が緩和された時期と重なるものであった。
元来、中国では公費による団体旅行や会議旅行が多い点に特徴があるが 16）、1993 年 11
月 6 日には国家旅遊局が「国内旅遊業を積極的に発展させることに関する意見」（関於積極発
展国内旅游業的意見）を提出し、これを契機に国内旅行が本格的に推進されるようになり 17）、
国内外をあわせた旅遊事業が国民経済及び社会発展計画に組み入れられるに至った。この
年には中国初の通訳ガイド会社である「北京通訳ガイド公司」も設立され 18）、以後、ガイ
ドを職業とする者は増加し続けることとなった。
（3）出境旅遊及び渡航の自由化
中国で出境旅遊が始まった時期については、1983 年 11 月 15 日に広東省旅遊公司が広東
省内で試行的に組織した「香港マカオ地区行き親戚訪問旅遊ツアー」（赴港澳地区的探親旅游
団）に求める見解がある 19）。しかしながら、これはあくまでも香港マカオ地区の家族、親
戚、友人を訪問する内地居住者の需要を満たすものであり、現在の出境旅遊とは基本的に
性質が異なるものである。翌 1984 年には、国務院が内地居住者の香港マカオ地区行き親
戚訪問旅遊市場を開放することを承認したが、境域外の親戚友人が全ての旅遊費用を支払
うことが前提条件になっていた 20）。
やがて 1987 年 11 月からは、遼寧省丹東市で日帰りの「辺境旅遊」、すなわち中国と国
境を挟んで隣り合う地域への「一日ツアー」（一日游）が解禁され、外国に赴く短期間の出国
旅遊が試行的に始まったが、このツアーの参加資格は辺境地域の居住者に限定され、使え
る貨幣も人民元が中心であった 21）。このように、当時の出国旅遊は、現在のそれに比べて
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大幅に活動が制限されたものであった。その後、市場経済の進展とともにこれらの制限は
緩和され、「辺境旅遊活動と出国旅遊は次第に融合するようになった」22）と考えられる。
1988 年以降は、帰国華僑、在外華僑の中国国内家族、及びその関係者の親戚訪問の需要
を満たすため、国務院の承認を経て、中国公民がタイ国の親戚を訪問する旅遊が可能にな
った。海外の親戚友人が費用を支払い、債務保証をする旨が定められていたが、これをも
って出国旅遊の起点とする見方がある 23）。
その後、「改革・開放」路線をめぐって深刻な党内闘争が繰り広げられたが、1992 年 10 月
の中国共産党第 14 回大会で、ようやく経済の市場化を目指す路線が確定され、「社会主義市
場経済」のテーゼが提起された。同月にはシンガポールとマレーシアが出国旅遊の目的地
に加わり 24）、ここに至って、出国旅遊が本格的に解禁されたといえよう。
また、1996 年 10 月 15 日には「旅行社管理条例」（国務院令第 205 号）が発布、施行され、
そこでは「旅行社が旅遊者を応対するために招聘任用するガイド、及び旅遊者の出境旅遊
を組織するために招聘任用する添乗員は、自治区、直轄市以上の人民政府旅遊行政管理部
門が交付する資格証書を所持しなければならない」（同条例第 25 条）旨が規定された。
さらに、翌 1997 年 3 月 17 日には「中国公民自費出国旅遊管理暫定辦法」（中国公民自費
出国旅游管理暫行辦法）が国務院の承認を受け、同年 7 月 1 日に国家旅遊局、国家公安部に
より発布、施行され、同月にはフィリピンが目的地に加わり 25）、以後、出国旅遊の対象国
は増えていった。
（4）添乗員の制度化及びガイドとの相違点
中国公民自費出国旅遊管理暫定辦法は、「中国公民の自費出国旅遊に対する管理を強化し、
出国旅遊活動を規制し、ツアー参加者の合法的権利及び利益を保障する」（同暫定辦法第 1
条）ことを目的とするものであり、自費出国旅遊については、主に経営権を有する旅行社
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類　　　型 委託派遣組織 解説内容 同行範囲 旅程中生活サービス
出境旅遊添乗員 組団社（＊1）
（領隊） （派遣側） 旅遊目的地国の状況（事前紹介） 全旅程同行 提供する
全旅程同行ガイド 組団社
（全陪導遊） （受入側） 道中各停留地点の状況 全旅程同行 提供する
地方同行ガイド
（地倍導遊） 地接社（＊2） 応対地及び現地遊覧名所の状況 受入地内同行 提供する
観光地名所ガイド
（定点導遊） 観光地 観光地・名所の状況 観光地内同行 提供しない
表1
全国導游資格考試統編教材専家編写組編『導游業務（修訂版）』中国旅游出版社、2017年5月、30頁を一部修正。
（＊1）組団社とは、旅遊者と包価旅遊契約（パッケージツアー契約）を締結した旅行社をいう（旅遊法第111条第4号）。
（＊2）地接社とは、組団社の委託を受け、目的地において旅遊者を応対する旅行社をいう（旅遊法第111条第5号）。
が組織した三人以上の出国旅遊ツアーの形式で行われるものとして、その適用範囲を明確
化している（同第 2 条）。同時に、「ツアーの旅遊活動は、添乗員の引率の下で行わなければ
ならない」（同第 10 条）との条項が設けられたことから、ここに添乗員の制度が試行的に始
まった。
ところで、添乗員はガイドを兼ねることが多いことから、両者はしばしば混同される
が、ガイドは基本的にツアー客に目的地の歴史や文化を解説し、とりわけ外国人ツアー客
に対しては、中国文化を外国語で伝えるのを任務とする。これに対して、添乗員は出境旅
遊の旅程が予定通り実施されるように目的地の旅行業者と連絡、交渉し、ツアー客が法規
を逸脱する活動をしないように管理、監督し、突発する事件、紛争、その他の問題に対処
することを任務とする。このように、両者の職務は本質的に異なるものであり、業務内容
や委託派遣組織との関係如何によって、その類型は前頁の表 1 のように区分される。
中国公民自費出国旅遊管理暫定辦法においては、添乗員の活動を規制する条項が明文化
されておらず、「ツアーが境域外で特別な困難及び安全の問題に遭遇した際、添乗員は適時
に中国の在外大使館領事館、在外旅遊行政管理部門に報告しなければならない」（同第 11 条）
として、報告義務 26）が規定されていたにすぎない。添乗員の制度が確立されるのは、後述
のように 2002 年以降のことである。
2 ── ガイド及び添乗員の規制の展開
（1）出国旅遊の解禁とガイド規制の強化
自費出国旅遊が解禁されるとともにガイドの数は増加したが、1999 年の時点で、すでに
専従及び兼任のガイドの総数は 7 万人を超えていたとする見解もある 27）。「職業参入の規定
は、もはや国家のマクロ政策 28）と旅行業発展の需要に適合しなくなり、ガイドのサービス
は規範に合わず、旅遊者の合法的権利利益を侵害する形式が増えている」29）と評される如
く、ガイドの就業と管理の面での問題はより深刻なものとなっていた。
例えば、初日の旅程を消化して大多数のツアー客はかなり疲れていたにもかかわらず、
この時間帯にある寺の名所のツアー客が少なく、路上も渋滞がなく、時間を節約できると
いう理由で、本来は二日目に遊覧する旅程をガイドの勝手な判断により初日に変更した事
例 30）では、不満をつのらせたツアー客がガイドに詰め寄ると、「行程表の割り振りは参考に
すぎない。参観時間と順序を調整する権限はガイドにある」と逆にまくしたてるなど 31）、
ツアー客の状況を顧みないガイドの横暴な行動が目立つようになっていたのである。
このような状況下で、既述のガイド要員管理暫定規定が違法行為の処罰に対して実効性
を欠いていた点に言及し、「あまりに原則的で漠然としている上に力強さがなく、操作可能
性（計画や措置を具体的に実施する能力）も失われ、管理部門は必要とする処罰手段を欠い
ていて、違法行為に有効な制裁を加えることができない」32）点を指摘する見解がある。
旅遊業の発展に伴って、ガイド要員の現実に見合った規制が必要であると認識した国務
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院は、1999 年 5 月 14 日に国務院令第 263 号で「ガイド要員管理条例」（導游人員管理条例）
を発布した。同管理条例は、同年 10 月 1 日から施行され、現実に合わなくなったガイド
要員管理暫定規定は同時に廃止された。
さらに、同管理条例が施行されてまもなく、2001 年 12 月 27 日には「ガイド要員管理実
施辦法」（導游人員管理実施辦法）が国家旅遊局令第 15 号として公布され（施行は 2002 年 1
月 1 日）、具体的な条項が盛り込まれたことでガイド要員に対する管理制度はある程度の整
備がなされた。
（2）ガイドの要件とガイド証
ガイド要員管理条例は、ガイドの活動を規範に合わせ、旅遊者とガイド要員の合法的権
益を保障し、旅遊業の健全な発展を促進することを目的とする（同条例第 1 条）。ここで
「ガイド要員」とは、当該条例の規定に照らしてガイド証を取得し、旅行社の委託派遣を引
き受け、旅遊者のために案内、解説及び関連する旅遊サービスを提供する要員をいう（同
第 2 条）。ガイド要員になるには、後述の全国統一のガイド要員資格試験に合格しなければ
ならない。ただし、当該試験を受験できるのは、高等学校、中等専門学校又はそれ以上の
学歴を有し、身体が健康で、ガイドのニーズに適応した基本知識及び言語表現能力を具え
た中華人民共和国公民に限定され（同第 3 条）、外国籍の者には受験資格が与えられない。
試験に合格した場合、国務院旅遊行政部門によって、又は同部門が自治区、直轄市人民政
府の旅遊行政部門に委託して、ガイド要員資格証が交付される 33）（同条）。
香港・マカオを除く中華人民共和国内でガイド活動に従事するには、ガイド要員資格証に
加えて、必ずガイド証を身に付けなければならず 34）（同第 8 条第 1 項）、ガイド証を保有せず
にガイド活動を行った場合、旅遊行政部門が是正を命じかつ公告を行い、1000 元以上 3 万
元以下の罰金に処し、違法な所得がある場合、あわせて違法所得を没収する旨が規定され
ている（同第 18 条）。ガイド証を保有していても、ガイド活動を行うときにガイド証を身
に付けていない場合、旅遊行政部門が是正を命じ、拒んで改めない場合は、500 元以下の
罰金に処される（同第 21 条）。
ガイド証を手に入れるには、旅行社と労働契約を締結し又はガイドサービス公司の登録
を経て、締結した労働契約又は登記証明資料を入手し、省、自治区、直轄市の人民政府旅
遊行政部門にガイド証の受領申請を行わなければならない 35）（同第 4 条）。
ガイドの欠格要件としては、①民事行為無能力又は民事行為能力を制限されている場
合、②伝染性の疾病に罹患している場合、③刑事罰を受けたことがある場合（過失犯罪は除
外）、④ガイド証を取り消された場合が列挙されており、これらに該当した場合は、ガイド
証が交付されないこととなる（同第 5 条）。
なお、ガイド証の有効期限は 3 年 36）であるが、有効期間満了後に引き続きガイド活動に
従事する必要がある場合、有効期限満了の 3 カ月前までに、省、自治区、直轄市の人民政
府旅遊行政部門にガイド証の更新発行手続を申請しなければならない（同第 8 条第 2 項）。
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（3）ガイドの活動の規制
中国のガイドは制度的に独立した地位になく、ガイド要員がガイド活動を行うには、必
ず旅行社の委託派遣を経なければならず、個人的引受又はその他いかなる方式を以ってし
ても、直接ガイド業務を引き受けてガイド活動を行ってはならない（同第 9 条）。仮にガイ
ド要員が旅行社の委託派遣を経ず、個人的引受又はその他いかなる方式を以ってしても、
直接ガイド業務を引き受けてガイド活動を行った場合は、旅遊行政部門が是正を命じ、
1000 元以上 3 万元以下の罰金に処する他、違法所得がある場合は、あわせて違法所得を没
収し、経緯が重大であれば、省、自治区、直轄市の人民政府旅遊行政部門がガイド証を取
り消し、さらに公告をすると定められている（同第 19 条）。
ガイド要員は、旅行社が確定する応対計画に厳格でなければならず、旅遊者の旅遊、遊
覧活動を手配するのに、無断で旅遊項目を増加、減少させたり、又はガイド活動を中止し
てはならない。とはいえ、旅遊者の旅行、遊覧を引率する過程において、旅遊者の身の安
全に危害が及ぶような緊急事態に遭遇したとき、ガイド要員は、多数の旅遊者の同意を得
て、応対計画を調整又は変更することができる。このような場合、ガイド要員は、直ちに
旅行社に報告をしなければならない（同第 13 条）。
ガイド要員がガイド活動を行うには、旅遊者に物品を押し売りしてはならず、又は旅遊
者の物品を買ってはならず、明示又は黙示の方式で旅遊者にチップを要求してはならない
（同第 15 条）。また、ガイド要員がガイド活動を行うには、旅遊者をだまし、強迫によって
消費させ、又は経営者と結託して旅遊者をだまし、強迫によって消費させてはならない
（同第 16 条）。
以上の規定に違反し、①旅遊者に物品を押し売りし、若しくは旅遊者の物品を購入し、
又は明示若しくは黙示の方式で旅遊者にチップを要求した場合、②旅遊者をだまし、強迫
によって消費させ、又は経営者と結託して旅遊者をだまし、強迫によって消費させた場
合、旅遊行政部門が是正を命じ、1000 元以上 3 万元以下の罰金に処することとなる。ま
た、違法な所得がある場合、あわせて違法所得を没収し、経緯が重大な場合は、省、自治
区、直轄市の人民政府旅遊行政部門がガイド証を取り消し、かつ公告がなされる（同第 23
条、同第 24 条）。
さらに、ガイド要員が、①無断で旅遊項目を増加又は減少させた場合、②無断で応対計
画を変更した場合、③無断でガイド活動を中止した場合、これらの一つに当てはまると、
旅遊行政部門が是正を命じ、ガイド証を 3 カ月から 6 カ月の間一時的に取り上げ、経緯が
重大である場合は、省、自治区、直轄市の人民政府旅遊行政部門がガイド証を取り消し、
あわせて公告をする旨が定められている（同第 22 条）。
（4）ガイドの区分・等級と審査・試験制度
上述のガイド要員管理条例が施行されたことで、ガイドの活動に対する規制は相当程度
統一的に整備されたが、ガイド要員の資格と能力には一定の差がある。この点に関しガイ
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ド要員管理暫定規定では、同規定２条で使用言語（外国語、漢語普通語又は方言、少数民族言
語）の区分、同規定３条で随行形態（全程随行 37）、地方随行 38）、定点随行 39））の区分を規定
するものの、ガイドの能力の違いを十分に加味した条項は盛り込まれていなかった。そこ
で 2002 年 1 月 1 日から施行されたガイド要員管理実施辦法では、旅遊行政管理部門がガ
イド要員に対して実施する分級管理（同実施辦法第 2 条）、資格試験制度と等級試験制度
（同第 3 条）、点数管理制度（計分管理制度）と年度審査制度（同第 4 条）が盛り込まれた。
分級管理は、従来の区分に加え、新たに等級の概念が取り入れられていて、等級は、初
級、中級、高級、特級に分かれている（同第 27 条）。また、新たに導入された点数管理制
度は、ガイド要員の年間の持ち点を 10 点とし（同第 13 条）、ガイド要員が犯した違反行為
を五種類に分け、各々10 点減点、8 点減点、6 点減点、4 点減点、2 点減点（同第 14 条から
同第 18 条）とする。そして、持ち点 10 点が無くなると、最後に減点をした旅遊行政法律
執行機関が一時的にそのガイド証を保留扱いにする制度である（同第 19 条）。さらに、年
度審査制度とは、審査評定を主とした年度ごとの評価制度であり、審査評定の内容には、
当該年度のガイド業務に従事した状況、持ち点減点の状況、行政処罰を受けた状況、顧客
の評判の状況等が含まれる（同第 23 条）。
資格試験制度については、ガイド要員管理条例第 3 条が「国家は全国統一のガイド要員
資格試験制度を実施する」旨の条項を設けていた。しかしながら、ガイド要員管理実施辦
法第 6 条は、「国務院旅遊行政部門は、全国ガイド要員資格試験の政策、基準及び各地の試
験業務に対する監督管理を取り決める責任を負う」（同条第 1 項）、「省級の旅遊行政管理部門
は、当該行政区域のガイド要員の資格試験業務を組織し、実施する責任を負う」（同条第 2
項）、「直轄市、計画単列市、副省級都市は、当該地区のガイド要員の試験業務に責任を負
う」（同条第 3 項）と規定し、実質的には地方ごとで異なる試験制度が実施されていた。試験
制度が完全な全国統一型になるのは、後述の通り 2016 年以降のことである。
（5）添乗員認定と添乗員証
ここまで旅遊事業の拡大に伴うガイドの活動規制について概観してきたが、中国では出
国旅遊が自由化されるに伴い、添乗員の活動規制も進められていった。具体的には、2002
年 7 月 1 日に施行された「中国公民出国旅遊管理辦法」第 10 条が「組団社は旅遊ツアー
のために専任の添乗員を配置しなければならない」と明示し、加えて「添乗員は、省、自
治区、直轄市の旅遊行政部門の試験に合格して添乗員証を取得する」、「添乗員がツアーを引
率するとき、添乗員証を身に付け、かつ当該辦法及び国務院旅遊行政部門の関連規定を遵
守しなければならない」として、添乗員証の取得とツアー引率時の携帯を義務付けたこと
が、添乗員を制度化する出発点といえるであろう。
また同管理辦法は、出境後の旅程において、添乗員にツアー分割後の通知義務、ツアー
の安全確認義務、緊急時の報告義務を明示する。例えば、出境後に不可抗力又はその他特
殊な要因によってツアーの一行を分割して入境する場合、組団社へ直ちに通知する義務を
031和光大学現代人間学部紀要　第11号（2018年3月）
添乗員に課しており（同管理辦法第 11 条第 4 項）、旅程で引率中にツアー客の人身の安全が
危険にさらされた場合は、ツアー客に事実を説明して注意を促し、組団社の要求に照らし
て有効な措置をとり、危害の発生を防止すべきこと（同第18条）、ツアーの一行が境域外 40）
で困難な状況や安全上の問題に遭遇した場合には、組団社及び中国が駐在する国の大使館
領事館へ報告すべきこと（同第 19 条）を規定している。
さらに同管理辦法は、添乗員にツアー客を尊重しつつツアーの風紀を保つよう要請し、
危険な活動への参加や独断での旅程変更、オプションツアーへの強制参加を禁止してい
る。具体的には、目的地国の関連する法律、風俗習慣、宗教信仰、その他の関連する注意
事項をツアー客に紹介し、加えてツアー客の人格尊厳、宗教信仰、民族の風俗習慣及び生
活習慣を尊重すること（同第 17 条）、ポルノ、賭博、麻薬を内容とする活動又は危険な活
動にツアー客を組織して参加させてはならないこと、独断で旅程を変更し、旅遊の項目を
減らしてはならないこと、ツアー客を強迫又は形を変えた強迫によってオプションツアー
に参加させてはならないこと、これらを組団社とそのツアーの添乗員の義務としているこ
とが挙げられる（同第 16 条）。
同第 16 条は、「零負団費」41）の形態において添乗員やガイドが画策する事例が多い実情に
鑑みたものであるが、同第 20 条もまた、境域外の応対旅行社、ガイド、商品・サービスを
ツアー客に販売、提供する経営者と結託し、ツアー客への欺騙、強迫によって商品を購入
させること、リベート、バックマージン又は金銭的物品の収受を境域外の応対旅行社、ガ
イド、経営者に強要することを禁じている。そして、これらの禁止行為の違反に対して
は、同管理辦法の中で罰則規定（同第 30 条、31 条）が設けられている。
ところで、添乗員の定義や要件、添乗員証、添乗員の職責等の具体的事項に関しては、
中国公民出国旅遊管理辦法の施行から４カ月後の2002年 10月 28日に施行された「出境旅
遊添乗員管理辦法」（出境旅游領隊人員管理辦法）の中により具体的な条項が盛り込まれた。
まず、出境旅遊添乗員の概念については、当該規定に照らして出境旅遊添乗員証を取得
し、出境旅遊業務経営権を具備する国際旅行社 42）の委託派遣を受けて、出境旅遊添乗業務
に従事する者と定義され（同管理辦法第 2 条第 1 項）、その業務については、出境旅遊ツア
ーのために全旅程に随行し関連サービスを提供し、組団社の代表として境域外応対旅行社
と協力して旅遊計画を完成させ、旅遊過程における関連事務等の活動を協調して処理をす
ること（同第 2 項）と定められた。
さらに、添乗員証を申請する者の適合条件として、①完全な民事行為能力を有する中華
人民共和国公民であること、②祖国を熱愛し法を順守すること、③適切に添乗員責任を負
うことができる旅行社の要員であること、④旅遊目的地の国家又は地区の関連情況を把握
していること、これら四項目が示された（同第 3 条）。
加えて、組団社が添乗員証の申請者の資格審査と業務訓練をしっかり行う責任を負うこ
と（同第 4 条）、組団社が所在地の省級又は授権を経た地市級以上の旅遊行政管理部門に添
乗員証を申請することが規定された（同第 5 条）。添乗員証の有効期間は 3 年であるが、満
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期後も継続して添乗員業務に従事する場合、更新の申請は可能であった（同第 6 条第 3
項）。
以上の他、2006 年 4 月 16 日に国家旅遊局、公安部、国務院台湾事務辦公室が公布、施
行した「大陸居住者台湾地区行き旅遊管理辦法」（大陸居民赴台湾地区旅游管理辦法）でも、「組
団社は各ツアーのために添乗員を選んで派遣しなければならない」、「添乗員は訓練を経て試
験に合格した後、地方旅遊局を通じて国家旅遊局に台湾行き旅遊の添乗員証を申請して受
領する」、「組団社は応対社に全旅程随行者を派遣するよう要請しなければならない」（同管理
辦法第 7 条）旨の条項が設けられた。上述の通り各種辦法が整備されたことで、添乗員に
関する現行制度の基本的枠組みはこの時期にほぼ確立されたといえよう。
（6）旅行社条例とガイド及び添乗員
旅行社条例は 2009 年 2 月 20 日に公布され（国務院令第 550 号）、同年 5 月 1 日から施行
された（同時に旅行社管理条例は廃止）。同条例は、「旅行社が内地居住者の出境旅遊を組織す
る場合、旅遊ツアーのために添乗員が全旅程を随行するように手配しなければならない」
（旅行社条例第 30 条）とし、以下のように旅行社とガイド及び添乗員の契約関係、ガイド及
び添乗員の義務及び禁止事項を定めている。
まず旅行社とガイド及び添乗員の契約関係については、同条例第 32 条で「旅行社がガイ
ド要員、添乗員を招聘任用するには、法に依拠して労働契約を締結し、かつそれらに現地
の最低賃金基準より低くない報酬を支払わなければならない」として、労働契約の締結と
最低賃金以上の報酬の支払いを義務づけている。さらに、同条例第34条も「旅行社は、応対
及びサービスの費用を支払わないで、又は支払う費用が応対及びサービスの原価より低く
なるようにして、ガイド要員及び添乗員に旅遊ツアーの応対を要求してはならず、応対す
る旅遊ツアーの関連費用をガイド要員及び添乗員に負担するよう要求してはならない」旨
を規定する。
次にガイド及び添乗員の義務及び禁止事項については、同条例第 31条が「旅行社が旅遊
者を応対するために委託派遣するガイド要員又は旅遊者の出境旅遊を組織するために委託派
遣する添乗員は、国家が規定するカイド証、添乗員証を所持しなければならない」とし、旅
行社及びその委託派遣したガイド要員及び添乗員に対する禁止行為として、①旅遊契約の約
定を履行する義務を拒絶すること、②不可抗力によらずに旅遊契約で割り当てた行程を変更
すること、③詐欺、強迫によって旅遊者に買い物をさせ又は別途費用の支払いが必要な遊覧
オプションに参加させること、これら三項目を列挙する（同 33条）。
危機管理についても、同条例第 39 条第 1 項で「旅行社は、旅遊者の身体、財産の安全
に危険が及ぶ可能性がある事項について、旅遊者に真実の説明及び明確な注意喚起を行
い、かつ危害の発生を防止する必要な措置を講じなければならない」と明示された。さら
に同条第 2 項では「旅遊者の身体の安全に危険が及ぶ状況が発生した場合、旅行社及びそ
の委託派遣するガイド要員、添乗員は、必要な処理、措置を講じるとともに、速やかに旅
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遊行政管理部門に報告しなければならない。境域外で発生した場合、速やかに中華人民共
和国の当該国駐在大使館領事館、関連する外国駐在機関、現地の警察に報告しなければな
らない」として、ガイド及び添乗員の双方に報告義務を課している。
以上の他、同条例第 40 条は「旅遊者が境域外に滞在して帰国しない場合、旅行社が委託
派遣した添乗員は、速やかに旅行社及び中華人民共和国の当該国駐在大使館領事館、関連
する外国駐在機関に報告しなければならない。旅行社は報告に接した後、速やかに旅遊行
政管理部門及び公安機関に報告し、あわせて不法滞在者の情報提供に協力しなければなら
ない」点を明記する。このように、旅行社条例が国外における公務の一部を民間の添乗員
に課している点には注目をする必要があろう。
3 ── 旅遊法とガイド及び添乗員の規制
（1）旅遊法の制定とガイド及び添乗員の条項
市場経済化が進展する中国では、ツーリズムを楽しむ人口の増加に呼応していろいろな
ツアー商品が登場し、各地で様々な問題も生じるようになった。とりわけ、「零負団費」と
それに付随して発生する問題、例えば、観光地の入口で入場券の価格を好き勝手につり上
げる、悪質な業者やガイドを何度規制してもなくならない、違法運行の観光用営業車両を
効果的に規制することが難しい等の問題 43）に鑑み、悪質な業者やガイドを排除し、旅遊者
の権利利益を擁護すべく、統一的な旅遊法が制定されるに至った 44）。
かかる問題には、旅行社、ガイド、添乗員の三者が関与する場合が多く、旅遊法ではこ
れらの対策として、いくつかの重要な条項が盛り込まれた。まず旅遊法第 36 条は、旅行
社条例第 30 条をさらに修正し、「旅行社が団体の出境旅遊を組織し、団体の入境旅遊を組
織、応対するには、規定に照らして添乗員又はガイドを手配して全旅程に随行させなけれ
ばならない」と規定する。
旅行社とガイドの契約関係については、同法第 38 条第 1 項が「旅行社は、招聘任用し
たガイドと法に依拠して労働契約を締結し、労働報酬を支払い、社会保険費用を納付しな
ければならない」とし、「旅行社がガイドを手配してツアーの旅遊にサービスを提供する場
合、ガイドに立替をするように又はいかなる費用も受領するように要求してはならない」
（同第 3 項）旨を明記するとともに、臨時にガイドを招聘任用する場合も、同法第 60 条第 3
項が規定するガイドサービス費用を全額でガイドに支払わなければならないとした（同第 2
項）。
その一方で、同法第 40 条は「ガイド及び添乗員が旅遊者にサービスを提供するには、旅
行社の委託派遣を受けなければならず、ガイド及び添乗員業務を無断で請け負ってはなら
ない」として、個人の立場でガイド及び添乗員の業務を行うことを規制する。さらに「ガ
イド及び添乗員は、旅程の割り当てを厳格に実行しなければならず、無断で旅程を変更し
又はサービス活動を中止してはならず、旅遊者からチップを受け取ってはならず、勧誘、
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詐欺、強迫又は形を変えた強迫によって旅遊者に買物をさせ若しくは別途費用を支払う旅
遊オプションへ参加させてはならない」（同法第 41 条第 2 項）と定め、ガイド及び添乗員の
義務と禁止事項を明確化している。
また、ガイドと添乗員の資格に関しては、同法第 37 条が「ガイド資格試験に参加して合
格の成績を収め、旅行社と労働契約を締結し又は関連する旅遊業界組織に登録した要員
は、ガイド証を申請して取得することができる」とし、さらに改正前の同法第 39 条も
「ガイド証を取得し、相応の学歴、言語能力及び旅遊業の就業経歴を有し、かつ旅行社と労
働契約を結んだ要員は、添乗員証の取得を申請できる」と規定したことで、ガイド資格が
添乗員資格の前提として位置付けられる形となった。ところが、ガイド資格試験は地域ご
とで異なる時期に実施されていたため、全国統一試験でありながら、実質的には地域によ
って内容が異なるものとなっていた。また、ガイド証と添乗員証の二種類の証明書が存在
することで、複雑な資格制度の仕組みが形成されてしまった。さらに、添乗員の管理は事
前管理が中心であり、いったん添乗員証を発行すると、その後の行政の管理は十分に行う
ことが困難であった。
（2）全国統一ガイド試験の実施
既述の通り、中国では地方ごとでガイド試験が個別に実施されてきたが、国家旅遊局辦
公室は 2016 年 1 月 19 日に「《2016 年全国ガイド要員資格試験大綱》を公布することに関
する通達」（関於公布《2016 年全国導游人員資格考試大綱》的通知）をまとめ、全国統一試験を
年 1 回、11 月に実施することを発表し、同年 2 月 26 日には「全国ガイド要員資格試験管
理辦法〈試行〉」（全国導游人員資格考試管理辦法〈試行〉）を公布、施行した。全国ガイド要員
資格試験の科目は、科目一「政策と法律法規」、科目二「ガイド業務」、科目三「全国のガ
イド基礎知識」、科目四「地方のガイド基礎知識」、科目五「ガイドのサービス能力」で構
成される。
試験の言語の種類は中国語と外国語の二種類に大別され、そのうち外国語の種類には、
英語、韓国語、日本語、フランス語、ドイツ語、スペイン語、ポルトガル語、ロシア語等
が含まれる。試験の形式は学科試験と実技試験に分かれていて、科目一、二、三、四は学
科試験（各地の国家旅遊局統一のコンピュータ試験システムを使用）、科目五は実技試験（室内
での模擬試験方式で行い、省レベルの試験部門が基準に従って当該行政区域内の試験を組織する
形）である。つまり、全国統一試験であるが、実技試験については、一定の基準に従って
地域ごとで実施する形になる。
全国統一試験の本格的な実施を契機に、有資格者ガイドの個人情報や履歴はデータベー
スで一元管理されることとなった。中国の旅遊業において、ガイドの認定は制度的基盤を
形成するものであり、統一試験の実施は旅遊業の今後に様々な影響を与えることが予想さ
れる。
035和光大学現代人間学部紀要　第11号（2018年3月）
（3）旅遊法の改正と臨時ガイド証・添乗員証の廃止
旅遊法が施行された後も、出境旅遊については、低価格ツアーによる問題が後を絶たな
い。出境旅遊でツアーを引率し、一般にガイドも兼ねるのは出境旅遊添乗員である。この
業務に就くには添乗員証の取得が必要であったが、添乗員証は、旅行社と良好な関係を保
てさえすれば容易に取得できた。反面、旅行社の意に合わなければ添乗員証は失効するこ
とから、出境旅遊添乗員の生殺与奪の実権は、実質的にツアーを組む旅行社に握られてき
た。このような支配従属関係の下、旅行社から十分な報酬を得ることができない出境旅遊
添乗員は、ツアー客に様々な物品を売りつけることで物品販売業者からリベート収入を得
るような仕組みが形成されるに至ったのである。
そこで改正前の同法第 39 条は、「ガイド証を取得し、相応の学歴、言語能力及び旅遊業の
就業経歴を有し、かつ旅行社と労働契約を結んだ要員は、添乗員証の取得を申請できる」
と規定したが、既述の通りガイド証と添乗員証の二種類の証明書が存在する複雑な仕組み
となってしまった。加えて、事前管理による添乗員のチェックが中心となり、いったん添
乗員証を発行すると、その後の行政の管理は不十分なものとなった。そこで中国政府は、
「簡政放権、放管結合、優化服務」45）の改革工作の一環として、添乗員証の資格制度を廃止
することで行政権限の委譲とサービス向上を図った 46）。
注目すべき点は、2016 年 9 月 27 日付の国家旅遊局第 40 号「ガイド要員管理実施辦法
を廃止する決定について」（関於廃止導游人員管理実施辦法的決定）によって、ガイドと添乗員
の厳格な事前管理を定めたガイド要員管理実施辦法、出境旅遊添乗員管理辦法が廃止され
たことである。その結果、添乗員証だけでなく、ガイドの年度ごとの定期検査、点数管理
等の制度も消滅し、その一方で、ガイド要員資格証は終身有効なものとなった（ガイド証の
有効期間は 3 年のまま）。
その後、2016年 11月 7日に「全国人民代表大会常務委員会の中華人民共和国対外貿易法
等十二の法律を改正する決定について」（全国人民代表大会常務委員会関於修改《中華人民共和国
対外貿易法》等十二部法律的決定）で旅遊法は改正され（改正条項は同日施行）、添乗員証の制
度は撤廃された。旅遊法第 39条は「添乗員業務に従事するには、ガイド証を取得し、相応
の学歴、言語能力及び旅遊業の就業経歴を有し、かつそれを委託派遣して添乗業務に従事さ
せる出境旅遊業務経営許可を取得した旅行社と労働契約を締結しなければならない」との文
言に改められ、同法第 41条他の関連する条項 47）でも「添乗員証」の文言が削除された。
ガイド及び添乗員に対する規制緩和は、かねてより法的独立性を期待する関係者の切実
な要望であり、添乗員証、年定期検査、点数管理、これらの廃止は関係者の要望に合致す
る。しかしながら、旅行社との労働契約を前提とするガイドの法的要件は、2016 年の旅遊
法改正においても削除されることはなかった。このことは、添乗員業務であれガイド業務
であれ、旅行社や旅遊業組織に属さずに個人で営業することは認めないということであ
る。ガイド資格試験に合格してガイド資格証を手に入れても、旅行社と契約を締結し、旅
行業組織に登録してガイド証を入手しない限り、中国では添乗業務やガイド業務を行うこ
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とができない点に変わりはない。添乗員管理の重点が事前管理から高度な情報処理システ
ムを駆使した事中、事後管理に移行したこと 48）が改正の趣旨ではあるが、各地の行政機関
で汚職の元凶となる資格審査の既得権益を取り上げ、一方で旅行社や旅遊業組織による指
導と管理責任を強化し、つまるところ第四次産業革命におけるイノベーションに資する点
に狙いがあると解される。
（4）新たな備案制度の導入
ガイドのサービスの質が低い点につき、その背景として計画経済時代の万能な政府の監
督管理モデルを踏襲してきたことによる非効率の問題を指摘し、この局面を改善するかぎ
がイノベーション政策の思考モデルにあることを示唆する見解がある。これによると、第
一に情報公開を通じて市場の透明度と予見可能性を増大させ、管理と拘束を強化するこ
と、第二にガイド資格の許可制度を改革し、企業がガイド管理を中心とする人的資源管理
の観念を打ち立てるよう導くこと、第三に法に依拠してサービス過程における法律法規違
反の行為を厳格に審査処理し、違法な行為の代価を増大させ、企業が法に依って経営をす
るように導くこと、これら三つの措置が提起されている 49）。
近時、「簡政放権、放管結合、優化服務」の改革工作の一環として、ガイド証を有する者
であれば、添乗員の業務を容易に行うことが可能となった。これによって添乗員の数は増
加するものの、既存の添乗員の中には、ガイド証を入手できない者が出てくる可能性があ
る。既述の通り、中国政府は添乗員の事中、事後の監督管理を強化する方針であり、悪質
な添乗員を通告させて、情報システムに記録する備案制度の導入を始めている。同時に、
既得権に対する配慮もなされていて、2013 年 10 月 1 日以前に領隊証を保有していること
を前提に、2017 年 10 月 1 日より前にガイド証を取得し、「全国旅遊監管サービスプラット
フォーム」（全国旅游監管服務平台）への備案を経れば、学歴、言語、業務経験の要件は旧規
定が適用されることとなった 50）。カイド証の形質も、従来のＩＣカードからインテリジェ
ント移動情報端末型電子証に移行している 51）。そして、2017 年 11 月 1 日に国家旅遊局令
第 44 号として公布（2018 年 1 月 1 日に施行）された「ガイド管理辦法」（導游管理辦法）で
は、上述の高度な情報システムに依拠したガイド管理の条項が数多く盛り込まれるに至っ
た。
現在の中国では、中間層以下の大衆も旅行を楽しむようになり、旅遊市場の規模は拡大
したものの、パッケージツアーの価格競争は激化している。また、スマートフォンの普及
や OTA（Online Travel Agent）の拡大を背景に、個人旅行を楽しむ者の割合も増加傾向にあ
り、団体旅行にはより付加価値の高いサービスの提供が求められている。中国の情勢変化
は、IoT 52）サービスプラットフォームを活用した旅遊ビジネスモデル構築の方向に動きを
加速させ、第四次産業革命に向けて突き進む感がある。
旅遊法に代表される法律法規の改正は、これらの制度改革の動きを速めることになる。
優良な業者や添乗員・ガイドの情報は、旅遊 IoTサービスプラットフォームに集積され、こ
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れらの監督管理システムの根幹は、中国政府によって確実な掌握が図られるであろう 53）。
良質な添乗員及びガイドを確保できる旅行社は、富裕層に向けてユニークなパッケージ
ツアーをより高く販売できる可能性がある。その一方で、このような IoTサービスプラッ
トフォームに悪質な業者やガイドとして登録された業者は、中国国内での取り締まりが厳
しくなるにつれ、活動拠点を国外に移す恐れがある。
── むすびにかえて
中国の通訳ガイドの制度は、元来、社会主義中国を代弁する政治的、外交的役割を担う
ものであった。しかしながら、市場経済の進展とともにその役割は営利目的へ傾斜し、通
訳を伴わないツアーガイドが増え、やがては、社会的経済的秩序を乱す様々な問題も生じ
るようになった。かかる事態に対し、中国政府は法整備を進めてガイドの活動を規制し、
アウトバウンドの旅遊において添乗員の同行を義務付ける等の様々な対策を講じてきた
が、現実との乖離や行政機構の問題もあって、なかなか効果的な政策を実行することがで
きなかった。
最近になって、中国では行政改革が進められ、既得権に群がる悪質な業者やその関係者
の摘発を進めており、同時に高度な情報処理技術を駆使することで、社会のイノベーショ
ンと経済的秩序の維持に向けた監督管理のシステムを構築しはじめている。リアルタイム
で不正な行為をチェックできるようになると、中国国内で活動してきた悪質な旅行社、ガ
イド、添乗員は中国国内から駆逐されていくであろう。しかしながら、それらの活動拠点
は海外に移ることとなり、中国からの旅行客を受け入れる国や地域では、引き続きトラブ
ルが絶えないことが推測される。
問題の解決を図るには、国際的に見てツアー客及び旅行業者の数が最も多い中国の監督
管理システムを基にし、それと情報を共有しうる情報ネットワークを各国や地域で導入、
構築することが一つの方策である。しかしながら、その前提として、中国の監督管理の基
準に合わせていくことが大きな課題になる。法整備の仕組みも共通化を進めないと、トラ
ブルやそれに伴う様々な負担を軽減することができないであろう。この点では、国際的に
共通の取引約款やグローバルな監督管理のルールが整備される必要がある。とはいえ、ど
の国にとっても中国の方式に組み込まれていくことには世論の反発が少なくないであろう
から、グローバルな監督管理システムの構築は容易でないと考えられる。
《注》
１）1985 年 5 月 11 日に公布（同日施行）された「旅行社管理暫定条例」（旅行社管理暫行条例）第 2 条
では、「旅行社（旅遊公司又はその他同種の性質の組織、以下同じ）は、法に依って設立され、法人
格を有し、旅行者の誘致、応対に従事し、旅遊活動を組織し、独立採算を実行する企業を指す」と
定義されていた。2009 年 2 月 20 日に公布（同年 5 月 1 日施行）された旅行社条例は、「本条例で称
する旅行社とは、旅遊者の誘致、組織、応対等の活動に従事し、旅遊者のために関連する旅遊サー
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ビスを提供し、国内旅遊業務、入境旅遊業務又は出境旅遊業務を展開する企業法人を指す」（同条例
第 2 条第 2 項）と規定する。「旅行社」は旅遊サービスを提供し、旅遊業務を展開する企業法人であ
るが、その名称は 1949 年 10 月 18 日に設立された「中国旅行社」に由来する。このように、「旅遊」
の用語が普及する以前から「旅行社」と称されており、現行の法律法規の中でも「旅遊社」とはい
わず、「旅行社」の用語が使用されている。
２）「中華人民共和国出境入境管理法」第 89 条は、「出境とは、中国の内地から他の国家又は地区に出かけ
ること、中国の内地から香港特別行政区及びマカオ特別行政区に出かけること、中国大陸から台湾
地区に出かけることを指す」とし、「入境とは、他の国家又は地区から中国の内地に入ること、香港
特別行政区及びマカオ特別行政区から中国内地に入ること、台湾地区から中国大陸に入ることを指
す」と規定する。香港特別行政区及びマカオ特別行政区は中国国内の行政区であり、台湾地区も国
内と解されているので、中国の内地からこれらの地域に行くことは出境であって出国にはあたらな
い。
３）中国の「旅游」は「旅行游覧」を短縮した用語であり、「旅行」は別の場所へ移動すること、「游覧」
は特定の場所を見物をして歩くことを意味する。「旅游」は、その意味と使い方の点で日本の「旅行」
や「観光」と基本的に異なる。詳しくは、小林正典「中国の旅行遊覧法－旅遊と旅遊者の概念を中
心に」『和光大学現代人間学部紀要第 8 号』（2015 年 3 月、72 頁～74 頁）を参照。また、日本では
「游」の文字を常用漢字の「遊」で表記する場合が多い。そこで本稿では、参考文献、法律法規、事
例等の固有名詞を原語のまま使用する場合は「旅游」と表記し、それ以外の個所では「旅遊」を使
用する。
４）《中国旅游大事記》編輯部編『中国旅游大事記』中国旅游出版社、1995 年 9 月、7 頁。なお、「導游人
員」という用語からは、「導游」すなわち「ガイド」が組織の一員であるという含意が読み取れる。
そこで本稿では、「導游人員」の訳語として「ガイド」ではなく「ガイド要員」という訳語を使用す
る。
５）同上、9 頁。
６）同上、12 頁。
７）《中央旅游大事記》編輯部編、前掲書 4）、18 頁。
８）劉海山主編『旅游法』法律出版社、1988 年 9 月、47 頁。
９）喬加欽「導游翻譯的工作特点及修養」『中国翻譯 1983 年第 11 期』1983 年 11 月、31 頁。この文献に
よると、1980 年代初頭において旅行業が応対する年間外国人旅行客は 30～40 万人程度に対し、通
訳ガイドの数は 2000 人程度であったようである。
10）当時のガイドという職業は、「高給取り、政府官僚の代名詞」であったとされる。奉琼「導游身分的
歴史変遷」『環球人文地理雑誌 2014 年 02 期』2014 年 1 月、98 頁。
11）原語は「暫行」であり、これは暫定的に施行することを意味するものであるが、ここでの日本語訳
としては「暫定」を当てている。
12）香港、マカオを除く大陸地域を指す。
13）「行政法規制定手続条例」（行政法規制定程序条例）第 4 条は、「国務院が全国人民代表大会及びその常
務委員会の授権に基づいて制定を決定した行政法規は、“暫定条例”又は“暫定規定”と称する」と定義
する。「暫定規定」は、一定の時期において特定範囲の業務や事務に対して用いられるが、一般の
「規定」と同様に規範性文書であって、党と政府の政策を具体化するものである。
14）中華人民共和国ガイド証書暫定辦法が施行された当時、「行政法規制定手続暫定条例」（行政法規制定
程序暫行条例）第 3 条は、「行政法規の名称は、条例、規定、辦法とする。何らかの分野の行政活動
に対して比較的に全面的、系統的な規定を設けたものを“条例”と称し、何らかの分野の行政活動に
対して部分的な規定を設けたものを“規定”と称し、ある一つの行政活動に対して具体的な規定を設
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けたものを“辦法”と称する」と定めていた。「行政法規制定手続暫定条例」は、行政法規制定手続条例
の施行（2002 年 1 月 1 日）と同時に廃止されたが、「行政法規制定手続条例」第 4 条は「行政法規の
名称は、一般に“条例”と称し、“規定”、“辦法”等と称することもできる」と規定する。「辦法」の日本
語訳として「規則」という用語が当てられる場合があるが、日本の法令における「規則」は中国の
行政法規の「辦法」と同義ではないので、ここでは日本語訳として「辦法」をそのまま用いている。
15）韓玉霊編著『旅游法教程第 2 版』旅游教育出版社、2004 年 9 月、146 頁。
16）王文亮『中国観光業詳説』日本僑報社、2001 年 10 月、200 頁。
17）同上、201 頁～202 頁。なお、同意見は国務院の同意を得て、各省、自治区、直轄市人民政府、国務
院各部委員会、各直属機関に通達がなされた。詳細は「国務院辦公庁転発国家旅游局関於積極発展
国内旅游業意見的通知」を参照。
18）同上、472 頁。
19）陸建鳴編著『出境旅游領隊操作実務』旅游教育出版社、2016 年 1 月、5 頁。
20）同上、5 頁～6 頁。
21）同上、6 頁。
22）同上。
23）同上。
24）同上。
25）同上。
26）同辦法同条では、組団社も、国内旅遊行政管理部門及び公安機関に報告をしなければならない旨が
定められている。
27）王文亮、前掲書 16）、467 頁。
28）マクロ政策とは、政府が市場をコントロールするための主な手段であり、経済のマクロバランスを
実現するために、持続的、安定的、協調的成長を保持し、貨幣収支、財政収支、外貨収支の総量と
主要な物資の需要と供給に対して、政府が調整し、制御することをいう。
29）韓玉霊編著、前掲書 15）、146 頁。
30）旅游法規案例精選與解析編輯委員会編『旅游法規案例精選與解析』中国旅游出版社、2005 年 1 月、
85 頁。
31）詳しくは、小林正典「中国のパッケージツアーに関する若干の考察－包価旅遊契約を中心に」『和光
大学現代人間学部紀要第 10 号』（2017 年 3 月、44 頁）を参照。
32）韓玉霊編著、前掲書 15）、146 頁。
33）ガイド要員管理実施辦法では、第 8 条第 1 項において、試験を経て合格すると、試験を組織した旅
遊行政管理部門が試験終了の日から 30 業務日の間に「ガイド要員資格証」を交付する旨が定められ
ていた。
34）改正前のガイド要員管理条例は、特定の語種の言語能力を有する要員について、ガイド要員資格証
を取得していなくとも、旅行社が臨時にガイド活動に従事するよう招聘する必要がある場合、旅行
社が、省、自治区、直轄市の人民政府旅遊行政部門に臨時ガイド証の受領を申請することができる
旨を定めていた。それゆえ、有効期間３年の一般のガイド証（更新可能）と有効期間 3 カ月以下の
臨時ガイド証（更新不可）の二種類が存在した。
35）ガイド要員管理実施辦法の第 10 条は、ガイド要員資格証を取得した者がガイド証の申請手続をする
には、ガイド証を交付する旅遊行政管理部門が開催する就業前育成訓練に参加しなければならない
旨を定めていた。
36）ちなみに、ガイド要員管理実施辦法の第 8 条第 2 項は、資格証を取得して３年就業しない場合、資
格証が自動的に効力を失う旨を定めていた。
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37）全旅程に同行すること。
38）ある特定の地域の旅程に同行すること。
39）ある特定の名所、旧跡等において同行すること。
40）中華人民共和国に属する香港特別行政区、マカオ特別行政区、台湾地区は国外ではないが、境域外
に該当する。
41）旅行会社がツアーの催行にかかるコスト以下の価格でパックツアーを組み、ツアーガイドには正規
の報酬を払わず、ツアー客の買い物から得られるリベートを収入源とするビジネスモデル。
42）ここでの国際旅行社とは組団社を指す。
43）楊富斌・蘇号朋主編『中華人民共和国旅游法釈義』中国法制出版社、2013 年 6 月、12 頁。
44）小林正典「中国の旅行遊覧法─旅遊と旅遊者の概念を中心に」『和光大学現代人間学部紀要第 8 号』
2015 年 3 月、74～75 頁。
45）「簡政放権」は行政簡素化と権限委譲、「放管結合」は委譲と管理の結合、「優化服務」はサービスの最
適化をそれぞれ意味する。
46）詳しくは、「旅游法実施三年来首次修改」『中国旅游報』2016 年 11 月 9 日付記事を参照。
47）具体的には、旅遊法第41条第1項、第98条、第99条、第100条、第101条、第102条第1項、第2
項及び第3項、第103条。
48）王思思「領隊管理将改為備案制度」『法制晩報』2016 年 11 月 28 日
＜http://news.hexun.com/2016-11-28/187099261.html＞、2017 年 11 月 10 日確認。
49）宋振春・王運姣「関於准入制度與導游管理体制的思考」『旅游学刊第 28 期 2013 年第 7 期』2013 年 7
月、61 頁。
50）「国家旅游局辦公室下発領隊管理工作通知要求－做好領隊備案管理工作」『中国旅游報』2017 年 8 月 16
日付記事。
51）「全国導游公共服務監管平台正式上線」『中国旅游報』2017 年 8 月 24 日付記事。
52）IoTとは Internet of Things（モノのインターネット）の略語であり、センサーと通信機能を持ったデ
バイスがインターネットを通じてクラウドやサーバーに接続され、情報交換することで相互に制御
する仕組みをいう。IoTサービスプラットフォームの活用によって、離れた場所にいるガイドとツア
ー客の行動を瞬時に把握、監視することが容易になる。
53）仮にツアー客から旅程と異なる旨の苦情が旅遊行政機関に寄せられた場合でも、インテリジェント
移動情報端末型電子ガイド証を観光地に設置されたセンサーで読み取るシステムや監視カメラの画
像記録等のデータを統合することにより、ガイドが旅程通りに行動しているか否かを管理すること
は技術的に可能である。
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